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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ビームを製造する際に、熱入力が制御および監
視され、製造許容誤差が好ましい実施形態となるビーム
の製造方法および装置の提供。
【解決手段】下部フランジ１－１０と上部フランジ１－
１２に接続されている少なくとも三つのウェブプレート
１－２，１－４，１－６を備えているビームである。製
造において、接続される部材の接合点に入力されるエネ
ルギーを測定することと、接続中と測定後に接合点に入
力されるエネルギーの量を調整するためにエネルギー測
定中に得られた値を使用する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）と上
部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）に接続さ
れている少なくとも三つのウェブプレート（１－２，１－４，１－６，２－２，２－４，
２－６，３－２，３－４，３－６）を備えている特徴とするビーム（１－１，２－１，３
－１）。
【請求項２】
　少なくとも一つの側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３－２，３
－４）が、前記下部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３
－１２）の上面と前記上部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１
０，３－１２）の下面または上部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，
３－１０，３－１２）の端に接続されていることを特徴とする、請求項１に記載のビーム
（１－１，２－１，３－１）。
【請求項３】
　少なくとも一つの側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３－２，３
－４）が、前記下部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３
－１２）と前記上部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３
－１２）に対して傾斜姿勢にあることを特徴とする、請求項１または２に記載のビーム（
１－１，２－１，３－１）。
【請求項４】
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）が、前記中央ウェブに組み込みジグを備えてい
ることを特徴とする、請求項１ないし３のいずれか一つに記載のビーム（１－１，２－１
，３－１）。
【請求項５】
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）が、少なくとも八つの自動的に形成された溶接
部を有していることを特徴とする、請求項１ないし４のいずれか一つに記載のビーム（１
－１，２－１，３－１）。
【請求項６】
　前記ビームの長さが、ほぼ５ｍ、６ｍ、１０ｍ、１２ｍ、１６ｍ、３２ｍ、５０ｍまた
は６４ｍであることを特徴とする、請求項１ないし５のいずれか一つに記載のビーム（１
－１，２－１，３－１）。
【請求項７】
　ビーム（１－１，２－１，３－１）を製造する方法であって、
　ビーム（１－１，２－１，３－１）を製造する第一のステップにおいて、中央ウェブプ
レートを、少なくとも一点（１－２１，１－２２，２－２１，２－２２，３－２１，３－
２２）で下部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２
）に溶接し、また少なくとも一点で上部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－
１２，３－１０，３－１２）に溶接することにより、前記中央ウェブプレート（１－６，
２－６，３－６）を前記下部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－
１０，３－１２）と前記上部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－
１０，３－１２）に接続してジグビームを形成することと、
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）を製造する第二のステップにおいて、第一の側
部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３－２，３－４）を前記ジグビー
ムの第一の端に、前記第一の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３
－２，３－４）から距離を置いて、前記ビーム（１－１，２－１，３－１）の反対側の第
二の端に溶接によって第二の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３
－２，３－４）を、前記第一の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，
３－２，３－４）と前記第二の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，
３－２，３－４）の両方を少なくとも一点で前記前記下部フランジ（１－１０，１－１２
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，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）と前記上部フランジ（１－１０，１－１２
，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）に接続することと、
　接続されるパーツの接合点（１－２１，１－２２，１－２３，１－２４，１－２５，１
－２６，２－２１，２－２２，２－２３，２－２４，２－２５，２－２６，３－２１，３
－２２，３－２３，３－２４，３－２５，３－２６）に入力されるエネルギーを測定する
ことと、
　接続中と測定後に接合点に入力されるエネルギーの量を調整するためにエネルギー測定
中に得られた値を使用することを有している方法。
【請求項８】
　測定されたエネルギーを一つ以上の所定の限界値と比較し、もし測定されたエネルギー
量が前記所定の限界値を上回るならば、前記接合点（１－２１，１－２２，１－２３，１
－２４，１－２５，１－２６，２－２１，２－２２，２－２３，２－２４，２－２５，２
－２６，３－２１，３－２２，３－２３，３－２４，３－２５，３－２６）に入力される
エネルギーの量を減少させ、もし測定されたエネルギー量が前記所定の限界値を下回るな
らば、前記接合点（１－２１，１－２２，１－２３，１－２４，１－２５，１－２６，２
－２１，２－２２，２－２３，２－２４，２－２５，２－２６，３－２１，３－２２，３
－２３，３－２４，３－２５，３－２６）に入力されるエネルギーの量を増大させること
を特徴とする、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　ビーム（１－１，２－１，３－１）パーツまたはビーム（１－１，２－１，３－１）全
体の水平および／または鉛直の湾曲を測定し、測定された湾曲に応じて前記一つ以上の限
界値を少なくとも部分的に計算することを特徴とする、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　ビーム（１－１，２－１，３－１）の断面に接続されるパーツの前記接合点（１－２１
，１－２２，１－２３，１－２４，１－２５，１－２６，２－２１，２－２２，２－２３
，２－２４，２－２５，２－２６，３－２１，３－２２，３－２３，３－２４，３－２５
，３－２６）に入力されるエネルギーを長さの関数として測定することを特徴とする、請
求項７ないし９のいずれか一つに記載の方法。
【請求項１１】
　前記中央ウェブプレート（１－６，２－６，３－６）を溶接によって前記下部フランジ
（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）の両側と前記上部フ
ランジ（１－１０，１－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）の両側に接続
し、四つの溶接は実質的に同時におこなわれることを特徴とする、請求項７ないし１０の
いずれか一つに記載の方法。
【請求項１２】
　前記中央ウェブプレートを溶接によって一つまたは二つの継ぎ目（１－２，１－４，２
－２，２－４，３－２，３－４）で前記下部フランジ（１－１０，１－１２，２－１０，
２－１２，３－１０，３－１２）と前記上部フランジの両方に接続し、四つの溶接は実質
的に同時におこなわれることを特徴とする、請求項７ないし１１のいずれか一つに記載の
方法。
【請求項１３】
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）を製造する前記第一のステップの前または後に
おいて、前記側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３－２，３－４）
を前記ジグビームに接続する前に、前記フランジの少なくとも一つをストレートナー内で
まっすぐにすることを特徴とする、請求項７ないし１２のいずれか一つに記載の方法。
【請求項１４】
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）を製造する第一のステップの後に、前記ジグビ
ームの鉛直および／または水平の湾曲を測定し、
　もし一つ以上のプリセット限界値から外れるならば、前記ジグビームの鉛直および／ま
たは水平の湾曲を排出コンベヤーの圧延ロールによって微調整することを特徴とする、請
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求項７ないし１３のいずれか一つに記載の方法。
【請求項１５】
　ビーム（１－１，２－１，３－１）を製造するためのシステムであって、
　組立コンベヤー（４Ｂ－６）を備え、これは、少なくとも二つのビームパーツを受け取
り、それらを一緒に前記組立コンベヤー（４Ｂ－６）の圧延ロールによってセットして最
終断面を備えたビームを形成し、接合されたビームパーツを組立デバイス（４Ｂ－８）に
運び、
　さらに、接合されたビームパーツを受け取る組立デバイス（４Ｂ－８）を備え、その組
立デバイス（４Ｂ－８）は、
　製造の第一のステップにおいて中央ウェブプレートを少なくとも一点（１－２１，１－
２２，２－２１，２－２２，３－２１，３－２２）で下部フランジに、また少なくとも一
点（１－２１，１－２２，２－２１，２－２２，３－２１，３－２２）で上部フランジに
溶接してジグビームを形成することによって、前記ビーム（１－１，２－１，３－１）を
製造する第二のステップにおいて第一の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，
２－４，３－２，３－４）を前記ジグビームの第一の端に、前記第一の側部ウェブプレー
ト（１－２，１－４，２－２，２－４，３－２，３－４）から距離を置いて、反対側の第
二の端に、第二の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２，２－４，３－２，３－
４）を溶接することによって、前記第一の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２
，２－４，３－２，３－４）と前記第二の側部ウェブプレート（１－２，１－４，２－２
，２－４，３－２，３－４）の両方を少なくとも片側で前記下部フランジ（１－１０，１
－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）および上部フランジ（１－１０，１
－１２，２－１０，２－１２，３－１０，３－１２）に溶接することによって、前記接合
されたビーム（１－１，２－１，３－１）パーツを互いに溶接する溶接機械（４Ｃ－２０
）と、
　接合の最中に前記接続されるパーツの接合点（１－２１，１－２２，１－２３，１－２
４，１－２５，１－２６，２－２１，２－２２，２－２３，２－２４，２－２５，２－２
６，３－２１，３－２２，３－２３，３－２４，３－２５，３－２６）に入力されるエネ
ルギーを測定し、測定されたエネルギー量を調整装置（４Ｃ－８）に送信するエネルギー
測定装置と、
　前記測定されたエネルギー量をエネルギー測定装置（４Ｃ－６）から受け取り、前記測
定されたエネルギー量に少なくとも部分的に基づいて溶接されるパーツの接合点に入力さ
れるエネルギー量を計算し、溶接に使用される計算されたエネルギー量を前記溶接機（４
Ｃ－２０）に送信する調整装置（４Ｃ－８）を備えている、システム。
【請求項１６】
　組立デバイス（４Ｂ－８）からジグビームなどのビームまたはその一部を受け取り、そ
れを回転させ、ビームを溶接する第二のステップのために組立コンベヤー（４Ｂ－６）に
それを戻す回転デバイス（４Ｂ－１２）をさらに備えていることを特徴とする、請求項１
５に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）またはその一部をまっすぐにするためのストレ
ートナー（４Ａ－４）と、
　前記ビーム（１－１，２－１，３－１）またはその一部を曲げるための曲げデバイス（
４Ａ－６）をさらに備えていることを特徴とする、請求項１５または１６に記載のシステ
ム。
【請求項１８】
　前記システムはまた二つの組立デバイス（４Ｂ－８）を備え、第一の組立デバイスは、
前記製造の第一のステップにおいて、ジグビームを溶接するように仕立てられ、また第二
の組立デバイスは、前記製造の第二のステップにおいて、前記ジグビームを受け取り、前
記側部ウェブプレートを前記ジグビームに溶接するようために仕立てられていることを特
徴とする、請求項１５～１７のいずれか一つに記載のシステム。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ビーム、特にレールビームに関し、また、その製造のための方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビームは、建築工学で使用される水平または傾斜支持体である。構造体のビームの仕事
は、たとえば床スラブ、屋根、天井、隔壁、橋、道路、レールなどの上部構造を支持する
ことである。
【発明の概要】
【０００３】
　多くの応用では、ビームは、それに従って製造段階でビームが製造される正確な仕様、
定義、指示を有している。列車のスティールレールビームの製造は、たとえば、手動でお
こなわれなければならない。製造の際、位置決め型またはファスナーまたはジグがレール
ビームのために作られる。しかしながら、従来技術のもつ問題は、製造中にビームの継ぎ
目に向けられる熱入力によって引き起こされる変形のために製造後にレールビームがジグ
中で許容誤差に保たれないことである。
【０００４】
　したがって、ビームは、鉛直許容誤差、上下許容誤差および／または水平許容誤差、左
右許容誤差に合わない。許容誤差に従わない完成ビームはまた、まっすぐにされ、のちに
明細に従うように作られることが可能でない。
【０００５】
　したがって、ビームと、ビームを製造するための方法と、その方法を実現する装置を前
述の問題が解決される手法で開発することが本発明の目的である。本発明の目的は、独立
請求項に開示されるものによって特徴づけられる方法とシステムによって達成される。本
発明の好ましい実施形態は、従属請求項に開示される。
【０００６】
　本発明は、ビームを製造する際に使用される熱入力が中心的に制御および監視され、し
たがって、製造許容誤差は、本発明およびその好ましい実施形態の方法および装置によっ
て達成されるという事実に基づく。
【０００７】
　本発明の方法およびシステムは、明細に従う寸法の正確なビームすなわち製造許容誤差
に応じた最終生産物を自動的に製造プロセスの最中に製造することが可能であるという利
点を提供する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本発明は、添付図面と関連して好ましい実施形態によっていま非常に詳しく説明される
。
【図１】図１は、本発明およびその好ましい実施形態による第一のビームを示す。
【図２】図２は、本発明およびその好ましい実施形態による第二のビームを示す。
【図３】図３は、本発明およびその好ましい実施形態による第三のビームを示す。
【図４Ａ】図４Ａは、本発明およびその好ましい実施形態によるビームを製造する方法を
示す。
【図４Ｂ】図４Ｂは、本発明およびその好ましい実施形態によるビームを製造する方法を
示す。
【図４Ｃ】図４Ｃは、本発明およびその好ましい実施形態によるビームを製造する方法を
示す。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　続く説明は、磁気列車のスティールレールビームと、レールビームを製造するための方
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法および装置を説明するが、ビームは、他の材料または材料の組み合わせで作ることがで
き、本発明およびその好ましい実施形態のビームはまた他の多くの目的に使用することが
可能であると理解すべきである。
【００１０】
　説明では、ジグは、磁気列車のレールビームの中央ウェブ、すなわち、型、位置決め型
、またはファスナーを指し、それに従ってまたはそれによって支持されるビームまたはそ
の一部が作られることが可能である。ジグはまた、第二のステップでビームの残りを作る
ように第一のステップでビームがセットされるスリーウェブビームの形状または型を指す
ことが可能である。スリーウェブビームの場合には、たとえば、ジグは、第一のステップ
で形成され、それから、ビームを製造する第二のステップで支持体または型として使用さ
れる。ジグは、側部プレートが追加されたときに型として役に立つＨビーム、Ｈ部または
Ｈジグであってよい。中央ウェブはまた穿孔されてもよい。ジグはまた、ビームの内側の
構築されたジグを指すことが可能である。中央ウェブはジグとして役に立ってもよく、ま
た、ジグはその設置まで完成ビームに伴ってもよい。内部ジグは対称であっても非対称で
あってもよい。
【００１１】
　図１および２は、本発明およびその好ましい実施形態による第一および第二のビームを
示す。ビームは、二つの水平プレート状パーツまたはフランジと、三つの鉛直プレート状
パーツまたはウェブ、端ウェブ１－２，１－４（図１）および２－２，２－４（図２）と
、端ウェブ間の第三のウェブまたは中央ウェブ１－６（図１）および２－６（図２）を有
している。ウェブは、それらの第一の端が第一の水平プレート状パーツまたはフランジ、
たとえば下部フランジ１－１０および２－２０（図１および２）に固定的または分離可能
に接合されることが可能である。ウェブは、それらの第二の反対端が第二の水平プレート
状パーツまたはフランジ、たとえば上部フランジ１－１２および２－１２（図１および２
）に固定的または分離可能に接合されることが可能である。
【００１２】
　水平プレート状パーツは、図１、２および３に示されるように、実質的に互いに平行で
あってよい。ウェブはすべて、図１および２に示されるように、実質的に互いに平行であ
ってよい。ウェブは、下部フランジと上部フランジに実質的に直角であってよい。
【００１３】
　鉛直部は、構造体に鉛直方向剛性を提供し、上部フランジにかかる力を、たとえば、構
造体の基礎、構造体部品または構造体本体または他の構造体または構造体部品またはビー
ムであってよい次の構造体部品に下部フランジを介して伝達するように意図されている。
水平パーツは、ビームに水平方向剛性を提供するように意図されている。
【００１４】
　図１では、最も端の二つのウェブは上部フランジの反対側の端に接続されている。した
がって、第一のウェブ１－２は、下部フランジの上面と上部フランジの第一の端に接続さ
れ、また、第二のウェブ１－４は、第一および第三のウェブから距離を置いて下部フラン
ジの上面と、上部フランジの第一の端の反対端にある上部フランジの第二の端に接続され
ている。中央の第三のウェブ１－６は、最も端のウェブから距離を置いてフランジの間に
接続されている。
【００１５】
　図２では、三つのウェブはすべて、互いに距離を置いて下部および上部フランジの間に
完全に接続され、また、下部および上部フランジは互いに距離を置いている。したがって
、中央ウェブプレートは、下部および上部フランジの間に完全または部分的に接続されて
よく、また、中央ウェブプレートは第一および第二の側部ウェブプレートから距離を置い
て存在してよい。
【００１６】
　図３では、最も端の二つのウェブ３－２および３－４も上部フランジ３－１２の反対側
の端に接続されている。第一のウェブ３－２は、下部フランジの上面と上部フランジの第
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一の端に接続されている。第二のウェブ３－４は、第一のウェブから距離を置いて、下部
フランジの上面と、上部フランジの第一の端の反対端にある上部フランジの第二の端に接
続されている。中央の第三のウェブ３－６はフランジの間に接続されている。図３では、
第一のウェブ３－２は、下部フランジに対して角α１で、上部および下部フランジに対す
る傾斜位置にあり、また、第二のウェブ３－４は、下部フランジに対して角α２で、上部
および下部フランジに対する別の傾斜位置にある。傾斜角は、図３に示されるように、同
じであってもよく、または、傾斜ウェブの両方またはすべてについて異なっていてもよい
。図３では、中央ウェブ３－６は、下部および上部フランジに対して実質的に垂直である
。
【００１７】
　ある好適な実施形態によれば、ビームは一または両端で傾けられてもよい。そのような
場合、一つ以上のウェブが、ビームの長手方向に対してある角度で傾斜または切断されて
もよく、また、上部または下部フランジが、別のフランジから距離を置いて始まってもよ
い。ウェブはまた、所望の端勾配が得られるような手法で切断されてもよい。
【００１８】
　本発明およびその好ましい実施形態によるビームは、三つよりも多いまたは少ない鉛直
プレート状パーツを備えていてもよい。二つよりも多い水平プレート状パーツがあっても
よい。本発明およびその好ましい実施形態によるビームはまた、図に示されるものとは別
の姿勢たとえば逆さままたは傾斜姿勢で使用されてもよい。
【００１９】
　ある好適な実施形態によれば、二つ以上のプレート状パーツが互いの上にまたは互いに
並んでいてもよい。したがって、中央ウェブは、たとえば、互いに接合された二つのプレ
ート状パーツまたは一つのより厚いプレート状パーツを有していてもよく、その厚さは、
たとえば、外側ウェブ、基礎ウェブまたはフランジの厚さのほぼ二または三倍であってよ
い。一つ以上の外側ウェブが他のプレート状パーツよりも厚くてもよい。加えてまたは代
替的に、水平パーツは、厚さが実質的に等しくても、または、一方のパーツが他方のウェ
ブよりも厚く、たとえば二または三倍の厚さであってもよい。また別の代替案によれば、
上部フランジは厚さが均一であっても、または異なる厚さの二つ以上のパーツを備えてい
てもよい。同じことは、下部フランジおよび／またはウェブに適用される。
【００２０】
　構造的に正しく正確に寸法のビームはある要求を満たすべきである。代替案によれば、
図１のビームまたはビーム外形は、次のモデルの条件を満たすべきである。
【００２１】
　ＨＳＤＱ－Ｈ×ｄ１／ｄ２－ｔ１×Ｂ１／ｔ２×Ｂ２－Ｌ　　　　　（１）
【００２２】
　ここで、ＨＳＤＱは、動的荷重されたスリーウェブのＱケーシングを表わし、Ｈは、ウ
ェブと下部ビームと上部ビームの総合高さであり、ｄ１は、端プレートの厚さであり、ｄ
２は、中央プレートの厚さであり、ｔ１は、上部フランジの厚さであり、ｔ２は、下部フ
ランジの厚さであり、Ｂ１は、外形の上部パーツの幅または両方の端プレートの厚さを含
む幅であり、Ｂ２は、下部フランジの幅または外形の下部パーツの幅または外形の幅であ
り、Ｌは、上部フランジと下部フランジまたは外形の長さである。ビームはまたケーシン
グと呼ばれてもよい。動的荷重は、従来の構築物で使用される静的荷重に加えて、ビーム
が、トラヒック荷重、地震荷重、衝撃などに耐えるという事実を指す。動的荷重に耐える
ビームは、静的荷重のための寸法の構築物ビームよりも移動荷重に良く耐える。本発明お
よびその好ましい実施形態によるビームは静的および／または動的荷重に耐え得る。
【００２３】
　代替案によれば、図２のビームまたはビーム外形は、次のモデルの条件を満たすべきで
ある。
【００２４】
　ＨＳＤＫ－Ｈ×ｄ１／ｄ２－ｔ１×Ｂ１／ｔ２×Ｂ２－Ｌ　　　　　（２）
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【００２５】
　ここで、ＨＳＤＫは、動的荷重されたスリーウェブのＫケーシングを表わし、Ｈは、ウ
ェブと下部ビームと上部ビームの総合高さまたは下部フランジの下面から上部フランジの
上面までの外形の高さであり、ｄ１は、端プレートの厚さであり、ｄ２は、中央プレート
の厚さであり、ｔ１は、上部フランジの厚さであり、ｔ２は下部フランジの厚さであり、
Ｂ１は、外形の上部パーツの幅または上部フランジの幅であり、Ｂ２は、下部フランジの
幅または外形の下部パーツの幅または外形の幅であり、Ｌは、上部フランジと下部フラン
ジとウェブまたは外形の長さである。
【００２６】
　代替案によれば、図３のビームまたはビーム外形は、次のモデルの条件を満たすべきで
ある。
【００２７】
　ＨＳＤＡ－Ｈ×ｄ１／α／ｄ２－ｔ１×Ｂ１／ｔ２×Ｂ２－Ｌ　　　　　　 （３）
【００２８】
　ここで、ＨＳＤＡは、動的荷重されたスリーウェブの傾斜ウェブ状のＡケーシングを表
わし、Ｈは、中央ウェブと下部ビームと上部ビームの総合高さまたは下部フランジの下面
から上部フランジの上面までの外形の高さであり、ｄ１は、両方の端プレートの厚さであ
り、ｄ２は、中央プレートの厚さであり、ｔ１は、上部フランジの厚さであり、ｔ２は、
下部フランジの厚さであり、Ｂ１は、両方の端プレートの厚さを含む上部フランジの幅ま
たは外形の上部パーツの幅であり、Ｂ２は、下部フランジの幅または外形の下部パーツの
幅であり、Ｌは、下部フランジと上部フランジとウェブまたは外形の長さである。
【００２９】
　図１では、下部フランジから上部フランジまでのビームの高さＨは、２５０ｍｍ～３０
００ｍｍであってよい。上部フランジの厚さｔ１および下部フランジの厚さｔ２は、６ｍ
ｍ～６０ｍｍであってよい。下部フランジの幅Ｂ２は、２９０ｍｍ～３０００ｍｍであっ
てよい。ウェブの厚さｄ１およびｄ２は、５ｍｍ～２０ｍｍであってよい。ビームの上部
パーツの幅Ｂ１は、図１の最も端のウェブの厚さを含め、２５０ｍｍ～２８００ｍｍであ
ってよい。
【００３０】
　図２では、下部フランジから上部フランジまでのビームの高さＨは、２５０ｍｍ～５０
００ｍｍであってよい。上部フランジの厚さｔ１および下部フランジの厚さｔ２は、８ｍ
ｍ～１００ｍｍであってよい。下部フランジの幅Ｂ２は、２５０ｍｍ～２０００ｍｍであ
ってよい。ウェブの厚さｄ１およびｄ２は、５ｍｍ～３０ｍｍであってよい。ビームの上
部パーツの幅Ｂ１は、２５０ｍｍ～２０００ｍｍであってよい。
【００３１】
　図３では、下部フランジから上部フランジまでのビームの高さＨは、３００ｍｍ～３０
００ｍｍであってよい。上部フランジの厚さｔ１および下部フランジの厚さｔ２は、８ｍ
ｍ～６０ｍｍであってよい。下部フランジの幅Ｂ２は、５００ｍｍ～３０００ｍｍであっ
てよい。ウェブの厚さｄ１，ｄ２は、５ｍｍ～２０ｍｍであってよい。ビームの上部パー
ツの幅Ｂ１は、図３の最も端のウェブの厚さを含め、２５０ｍｍ～１５００ｍｍであって
よい。最も端のウェブと下部ビームの間の角α１，α２は、４５度以上であるが、９０度
よりも小さく、たとえば、５０、６０、６６、７５、８０または８５度であってよい。
【００３２】
　ビームの長さＬは、すべての場合に、たとえば、５ｍ、１６ｍ、３２ｍ、５０ｍまたは
６４ｍであってよい。ビームの長さは、ビームの湾曲特性が許容誤差内に収まるように可
能な限り長く最適化されてよい。
【００３３】
　鉛直プレート状パーツは、水平プレート状パーツの端または表面たとえば上面および下
面に固定または接続または接合されることが可能である。したがって、鉛直プレート状パ
ーツは、たとえば、下部および上部フランジの間に完全に接続されることが可能である。
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あるいは、一つ以上のウェブは、一方のフランジの端に接続されることが可能である。ウ
ェブはまた、さまざまな傾斜姿勢に配置されることが可能である。本発明およびその好ま
しい実施形態の構造体は、まさにベアリング構造であるケーシング構造体であると言うこ
とが可能である。
【００３４】
　プレート状パーツを互いに接合することは、さまざまな手法でおこなわれ得る。ウェブ
をフランジに、フランジをウェブに、一つのビームを他に接続してビーム本体を形成する
ことは、たとえば、溶接またはハンダ付けによっておこなわれ得る。溶接は、たとえば圧
迫および／または加圧下の自動プロセスとしてアーク溶接（ＳＡＷ溶接）を沈めることが
可能である。
【００３５】
　本発明およびその好ましい実施形態によれば、たとえば、ピースのサイズ、厚さ、平坦
度、表面品質、構造的強度に影響を及ぼすことが可能であり、これらの特性はすべて最終
明細に従って適切に作られ得る。金属が巻かれる製造では、金属を必要な形態に修正する
ために、金属のピースは圧延機のロールの間を通される。
【００３６】
　溶接では、それらの二つ以上のピースまたはパーツが、それらのピースまたはパーツが
連続的接続を形成する手法で、熱および／または圧縮を使用することによって互いに接合
される。溶接では、電流、摩擦による熱、炎、レーザービーム、または電子ビーム、また
はそれらの組み合わせなど、いくつかの異なる熱源を使用することが可能である。溶接は
、たとえば、このようにレーザー溶接であってよい。基礎材料とほとんど同じ融点の追加
材料が溶接に使用されてもよい。
【００３７】
　ハンダ付けによって二つ以上のピースまたはパーツを互いに接合するとき、ハンダ材料
または接合材料だけが溶け、互いに接合されるパーツは溶けない。
【００３８】
　ビームおよびプレート状パーツは、一つ以上のパーツで作られることが可能である。ビ
ームおよびプレート状パーツは、一つ以上の材料で構成されてもよい。アルミニウムや、
鋼、合金、サーモプラスチック、コンクリート、木、それらの組み合わせで作られてもよ
い。ビームはまた、部分的または完全に透明であってもよい。ビームまたはプレート状パ
ーツは、たとえば、構造体の支持力を調整するための、または導出を可能にするための一
つ以上の開口を有していてもよい。
【００３９】
　図１は、八つの溶接部を示している。中央ウェブは四つの溶接部で接続されており、そ
れらの二つ１－２１，１－２２は下部フランジにあり、二つ１－２５，１－２６は上部フ
ランジにある。さらに、端ウェブは、一つ以上の溶接部１－２３，１－２４下部フランジ
に、また一つ以上の溶接部で上部フランジに接続されている。
【００４０】
　図２は、八つの溶接部を示している。中央ウェブは四つの溶接部で接続されており、そ
れらの二つ２－２１，２－２２は下部フランジにあり、二つ２－２５，２－２６は上部フ
ランジにある。さらに、端ウェブは、一つ以上の溶接部２－２３，２－２４で下部フラン
ジに、また一つ以上の溶接部２－２７，２－２８で上部フランジに接続されている。
【００４１】
　図３は、八つの溶接部を示している。中央ウェブは、四つの溶接部で接続されており、
それらの二つ３－２１，３－２２は下部フランジにあり、二つ３－２５，３－２６は上部
フランジにある。さらに、端ウェブは、一つ以上の溶接部３－２３，３－２４で下部フラ
ンジに、一つ以上の溶接部で上部フランジに接続されている。溶接部は、互いに接合され
ているプレートパーツによって形成された角から延びるように作られて得る。あるいは、
溶接によって充てんされる継ぎ目のための溝が形成されてもよい。
【００４２】
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　溶接など、接合では、二つ以上の継ぎ目が実質的に同時に溶接され得る。ある好適な実
施形態によれば、二つまたは四つの継ぎ目が実質的に同時に互いに溶接されるか別の方法
で接合される。継ぎ目はまた、レールビームの技術的な許容誤差要求に従って交互または
部分的に交互に異なる時に方法を使用して溶接されてもよい。図に示されるように、継ぎ
目は、縦であり、縦として継続することが可能である。
【００４３】
　溶接によってプレート状パーツを互いに接合するとき、溶接点は、溶接跡および継ぎ目
に溶接吹管を介してエネルギーを生成する。このエネルギーおよび／または他の測定可能
な量は、たとえば、各継ぎ目から、または継ぎ目の一つ以上の溶接点から測定され得る。
それから、接合の最中、溶接の最中または溶接に関連して、継ぎ目または接続されるパー
ツの接合点に入力されるエネルギー、エネルギー生成値、または入力エネルギーに正また
は反比例する量を測定することが可能である。たとえば、測定値は、長さの単位あたりの
入力熱またはエネルギーであってよい。したがって、値は、たとえば、キロジュール／ｍ
ｍであってよい。
【００４４】
　測定値、エネルギーまたはエネルギー量は一つ以上の参照値と比較されてもよい。少な
くとも部分的に比較に応じて、接合点に入力されるエネルギー量のための新しいまたは次
の値を計算または他の方法で規定することが可能である。言いかえれば、接合点に入力さ
れるおよび／または接合の際に使用されるエネルギー量の測定に応じて、接合点に入力さ
れるエネルギー量が調整される。後者の値は、前者の値と同じであっても異なっていても
よい。
【００４５】
　レールビームの製造方法では、エネルギー測定に、数ある中でも、それから熱エネルギ
ーが選択値を使用して計算または導出されることが可能である、測定溶接電流、電圧、ア
ーク電圧、電流タイプ、温度、輸送速度、および速度を使用することが可能である。これ
らのうち、一つ、二つまたは四つの量を、一つ好ましくは四つの個所または点で一度に測
定することが可能である。測定装置が、組立デバイスに、またはそれに関連して置かれる
。これらの量のための一つ以上の限界値または初期値を設定することも可能である。
【００４６】
　たとえば、磁気列車のレールビームを製造する際、許容誤差は正確でなければならず、
また、列車は脱線したりレールから外れたりしてはならない。そのような場合では、ビー
ムの一つの重要な製造基準は、測定および補償されることが可能である鉛直湾曲許容誤差
、本発明およびその好ましい実施形態に従って正確に製造されたビームであり、それによ
ってビームのゆがみの問題が解決されることが可能である。磁気鉄道では、列車の速度が
５００ｋｍ／ｈ以上になり得ることに注目されるべきである。
【００４７】
　組立装置では、溶接パラメータの値は、溶接中に制御パネル上で読まれ、熱入力のエネ
ルギーを測定するために使用されることも可能である。言いかえれば、熱エネルギーの入
力は測定されることが可能であり、許可および選択された値は、組立装置のシステム中で
各溶接部について測定ディスプレイ上で監視され読まれることが可能である。
【００４８】
　パラメータ値が変更されるとき、熱エネルギーによって製造の最中に溶接点によってビ
ームのゆがみを同調させることが可能である。熱エネルギーの入力は個別のセンサーで測
定されることも可能である。組立装置は、センサーから受け取った信号を、一つ以上の所
定のしきい値または限界値および／または他の測定値と比較し、測定と比較に基づいて提
供されるエネルギーまたは力を調整してもよい。装置から受け取った制御値によって、レ
ールビームの許容誤差要求に従ってシステム中でレールビームの製造を制御することが可
能である。継ぎ目に供給されるエネルギーの値または熱入力の最大値は、ビーム材料サプ
ライヤーの材料仕様から、たとえば鋼サプライヤーによって異なる鋼種について提供され
る値から得られることが可能である。
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【００４９】
　したがって、各継ぎ目またはその一部に入力されるエネルギー値は個々に測定され調整
されることが可能である。あるいは、その調整は実質的に同時および／または同量であっ
てもよい。たとえば、組立装置のエネルギー入力同調デバイスまたは測定システムを使用
して同じ量のエネルギーが各継ぎ目に入力されていることを判断することが可能である。
このように、ビームに接合されるパーツまたは継ぎ合わせられるビームの部分は、実質的
にまっすぐにまたは必要な直線度または湾曲に維持される。
【００５０】
　エネルギー入力測定装置は本発明の方法のシステムであり、したがって、継ぎ目のすべ
てまたはいくつかにおいて継ぎ目に入力されるエネルギー量を制御することに適合される
。装置はまた、エネルギー値を正確に同一にまたは実質的に同一に維持することに適合さ
れる。代替実施形態によれば、継ぎ目へのエネルギー量入力は一つの継ぎ目全体で実質的
に同一であるが、少なくとも一つの他の継ぎ目全体またはその一部で値が異なる。
【００５１】
　継ぎ目に特有のパラメータ情報は、方法を制御するために、またセンサーを介して受け
取れる測定ために、異なる継ぎ目に提供されてもよい。たとえば、ゆがみを引き起こすこ
とによってビームの形状に影響を及ぼし得るプレートの切削パラメータが、これらの因子
として使用されてもよい。ゆがみは、ビームおよびレールビームを製造するための方法で
抑制されるエネルギー入力同調デバイスによって補償され得るか、引き起こされ得る。
【００５２】
　本発明およびその好ましい実施形態に従って上述したように、ビームは、下部フランジ
と上部フランジに接続されている少なくとも二つのウェブを備えている。ビームを製造す
るための方法では、ビームパーツは、保管庫４Ｂ－２から、ビームのプレートパーツを特
定の寸法に切断する切断装置４Ｂ－４まで運ばれ、サイズに切断されたプレートパーツは
、組立コンベヤー４Ｂ－６に運ばれる。この後、ビームの少なくとも二つのプレートパー
ツは、組立コンベヤー４Ｂ－６の圧延ロールによって一緒にセットされて最終断面を備え
たビームを形成する。一緒にセットされたビームパーツは、組立コンベヤーで組立デバイ
ス４Ｂ－８に移動される。
【００５３】
　ビームを製造する第一のステップでは、組立デバイスは、ビームの中央ウェブプレート
を下部および上部フランジに接続してジグビーム４Ｃ－２（図４Ｃ）を形成するように仕
立てられている。その接続は、中央ウェブプレートを少なくとも一点で下部フランジに、
また少なくとも一点で下部フランジに支持または溶接することによっておこなわれてもよ
い。ビームを製造する第二のステップでは、組立デバイスは、支持または溶接によって、
ジグビームの第一の端に第一の側部ウェブプレートを接続し、第一の側部ウェブプレート
から距離を置いてジグプレートの反対側の第二の端に第二のウェブプレートを接続し、第
一および第二の側部ウェブプレートの両方を少なくとも一方の側で下部および上部フラン
ジに接続するように仕立てられている。溶接は、組立デバイス中のまたはそれに接続され
た溶接機４Ｃ－２０によっておこなわれ得る。
【００５４】
　第一のステップで形成されたビームは、組立デバイス４Ｂ－８から排出コンベヤー４Ｂ
－１０に移動される。形成されたビームまたはその一部４Ａ－１は、第一のステップで作
られたビームの形状、たとえばプレートパーツおよびユニット全体の直線度と許容誤差逸
脱を検査する制御装置４Ａ－２に移動される。
【００５５】
　ビームを製造するための設備は、ストレートナーおよび曲げデバイスを備えていてもよ
い。ストレートナーは、フランジをまっすぐにするように仕立てられてもよく、曲げデバ
イスは、ビームジグすなわち中央ウェブとスリーウェブビームのビーム全体の湾曲を曲げ
るように仕立てられてもよい。中央ウェブビーム（たとえばウェブプレートとフランジを
備えたＨビーム）が作られ、その両側が溶接されたとき、側部プレートが両側に追加され
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る。しかしながら、ビームは、側部プレートを追加する前にストレートナーに通されても
よい。側部プレートがまたビームに追加されたとき、ビーム全体の湾曲が鉛直および／ま
たは水平に微調整され、また曲げステーションにおいて検査され測定されてもよい。
【００５６】
　制御装置からの検査の結果、たとえば直線度値または許容誤差逸脱が、所定の限界値の
範囲内にない場合、第一のステップで形成されたビームは、限界値を超える部分をデバイ
スの液圧でまっすぐにするためにストレートナー４Ａ－４に、および／または、限界値を
超える部分をデバイスの液圧で曲げるために曲げデバイス４Ａ－６に提供される。
【００５７】
　たとえば、３次元レーザー測定によるビームのキャリブレーションがストレートナー４
Ａ－４の中でおこなわれることも可能である。したがって、中央ウェブビームはストレー
トナーに通されることが可能であり、熱がプレートやフランジやウェブを曲げ得るからで
ある。上部フランジなどの特に広いプレートは曲がり得る。ストレートナーの後に、ピー
スは曲げデバイスに送られてもよく、そこで正確なサイズおよび形状に繰り返し曲げによ
って形づくられる。このプロセスは、たとえば、中央ウェブビームの四つの溶接部すべて
が溶接された、または全ピースの八つの溶接部すべてが溶接されたのちに、おこなわれる
ことが可能である。直線度および／または湾曲は、ピースが許容誤差の範囲内にある、す
なわち、計画されたようにまっすぐおよび曲げられているかどうか、または、ビームまた
はピースが、わずかにゆがめられるか過大に曲げられるか過少に曲げられるためにプレス
される必要があるかどうかを直ちに見つけ出すレーザー測定によって測定されることが可
能である。たとえば、ピースは、まっすぐに作られる、または内部ジグで曲げられること
が可能である。
【００５８】
　このあと、第一のステップで作られたビームは、ビームまたはその一部たとえばジグビ
ームを回転させるために、排出コンベヤー４Ｂ－１０から回転デバイス４Ｂ－１２に運ば
れる。ビームは、繰り返し継ぎ目を接続するために、回転デバイスによって回転されてよ
く、たとえば、１８０度回転されてよい。回転デバイスから、要素は、リターンコンベヤ
ーか中間のコンベヤー４Ｂ－１４に、および組立コンベヤー４Ｂ－６への後部上で移動さ
れる。
【００５９】
　組立の第二のステップでは、次のビームパーツまたはビームのプレートパーツの残りま
たは側部ウェブは、最終断面を備えたビームを形成するために、組立コンベヤー４Ｂ－６
の圧延ロールによって一緒にセットされる。ビーム全体は組立コンベヤー４Ｂ－６によっ
て組立装置４Ｂ－８に運ばれ、一緒にセットされた部分の継ぎ目は、ビームを製造する第
二のステップにおいて、組立デバイスの溶接機４Ｃ－２０によって支持または溶接される
。
【００６０】
　第二のステップに形成されたビームパーツまたはビーム全体はまた、溶接後に、形状、
直線度または許容誤差逸脱の一つ以上を測定、決定および修復するために、制御装置、ス
トレートナーおよび曲げデバイスに移動されることが可能である。
【００６１】
　言いかえれば、ビームを製造するための方法は、切断装置４Ｂ－４でプレートを切断す
るステップと、サイズにカットされたプレートを組立コンベヤー４Ｂ－６に、第一の組立
装置４Ｂ－８に運ぶステップと、プレスされたプレートパーツを互いに接合することとエ
ネルギー入力測定および制御装置とビーム許容誤差逸脱のための制御装置４Ａ－２を有し
ている排出側部コンベヤー４Ｂ－１０を備えている第一の組立装置でプレートのビームを
組み立てるステップと、繰り返しの継ぎ目を接合するために回転デバイス４Ｂ－１２でビ
ームを回転させるステップと、ビームの次の継ぎ目を接合し既存のビームを組み立てるた
めにリターンコンベヤー４Ｂ－１４で第一の組立装置にビームを運ぶステップを備えてい
てもよい。この後、組み立てられたジグビームは、プレスプレスされた側部プレートを互
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いに接合することとエネルギー入力測定および制御装置と許容誤差逸脱のための制御装置
を包含していてもよい排出側部コンベヤーを備えている第二の組立装置４Ｂ－８に運ばれ
る。必要ならば、ビームは、キャリブレーションのためにストレートナー４Ａ－４および
曲げデバイス４Ａ－６に運ばれてもよい。制御装置４Ｃ－１０または調整装置４Ｃ－８は
、エネルギー入力測定を制御するために、また、ビーム許容誤差逸脱のための制御装置、
ストレートナーおよび／または曲げデバイスを制御するために使用されてもよい。
【００６２】
　組立装置は、内部ジグの製造を制御および監視してもよい。エネルギー入力は、エネル
ギー入力同調装置または制御装置で中央集中および継ぎ目に特有の手法で制御されてもよ
い。
【００６３】
　上に説明したように、第一のステップにおいて、ビームの第一の部分、Ｈビームまたは
Ｉビームが、ジグビームを形成するために組み立てられ得、第二のステップにおいて、こ
のＨビームまたはＩビームに側部プレートが追加され得る。第一のステップにおいて、中
央ウェブが、二つの継ぎ目で下部プレートに、二つの継ぎ目で上部プレートに、すなわち
合計四つの継ぎ目で溶接され得、第二のステップにおいて、側部ウェブは、一つまたは二
つの継ぎ目で上部プレートに、一つまたは二つの継ぎ目で下部プレートに溶接され得る。
第一の溶接ステーションにおいて、中央ウェブ全体が両側に溶接され得、また、ストレー
トナーの後に、第二の溶接ステーションにおいて、側部ウェブがＨビームに溶接され得る
。両側が第二の機械に通されたあとでは、レールビームは八つの継ぎ目を備えている。あ
るいは、レールビームは、八とは異なる数の溶接部、たとえば六、十または十二の溶接部
を備えていてもよい。このようにレールビームは、たとえば、少なくとも八つの溶接部を
備え得る。
【００６４】
　たとえば、傾斜ウェブケーシングビームを製造する際、第一のステップにおいてＩビー
ムを作り、必要ならば次に直線度を測定し修正をすることが可能である。第二のステップ
において、たとえば、傾斜ウェブプレートおよび基材が、仮着け溶接を組み立てることに
よって両側に追加されてもよい。ケーシングのベベルは、リベット溶接要求に従うために
完全に溶接されてもよく、最終的に、ケーシングの直線度が測定されてもよい。
【００６５】
　組立装置、ストレートナー、曲げデバイスおよび／または調整装置は、たとえば、ビー
ムの形状に影響を及ぼすさまざまな要因を考慮に入れて仕立てられてもよい。これらの要
因は、溶接の前と最中と後に形状に影響を及ぼすもの、またはその組み合わせであってよ
い。
【００６６】
　装置の制御パネルは、測定情報、データおよび各継ぎ目から受け取った情報を表示する
表示デバイスを備え、各継ぎ目に送られる情報を制御してもよい。
【００６７】
　各継ぎ目に入力されるエネルギー値を考慮に入れることによって、鉛直および／または
水平湾曲がビームの製造に考慮に入れられてもよい。製造中に、時の経過とともにまたは
温度のために起こるビームの変形を考慮に入れることも可能である。一つ以上の継ぎ目ま
たはそのパーツに入力されるエネルギーを増加または減少させることにより、異なる変化
および湾曲が製造中に補償されてもよい。磁気鉄道のためのビームを製造するとき、特に
鉛直湾曲および曲がりが考慮に入れられるべきである。一つ以上の限界値または初期値が
前記変化および鉛直および水平湾曲に与えられてもよい。
【００６８】
　図４Ｃは、本発明およびその好ましい実施形態に従ってビームを製造する方法を示して
いる。それでは、溶接機４Ｃ－２０が、ビームの継ぎ目を溶接する。継ぎ目に入力される
エネルギーは、測定装置４Ｃ－６に接続されたセンサー４Ｃ－３０で測定されることが可
能であり、センサーデータは、測定装置および調整装置４Ｃ－８に提供されてもよい。調
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整装置と測定装置の示教は、調整装置、測定装置および溶接機のための制御値も設定し得
る制御パネル４Ｃ－１０上で読まれることが可能である。
【００６９】
　ビームおよびレールビームの製造方法における継ぎ目に入力されるエネルギーを測定す
る際に、エネルギー入力は、点Ｌ１，Ｌ２，Ｌ３における規則的または不規則な間隔にお
ける長さの関数としてビームの断面において測定されることが可能であり、ここで、Ｌは
、ゼロから始まりビーム端で終了する長さの測定値を表わしている。エネルギーは、中央
ウェブの上部および下部継ぎ目および／または側部ウェブの上部および下部継ぎ目におい
て測定されることが可能である。各エネルギー測定は、製造中に自動的に登録されること
が可能であり、したがって、データをイーサネット（登録商標）上に、たとえば、データ
を蓄積または処理できるリーダ、コンピューターまたはサーバーに送ることが可能である
。このデータに少なくとも部分的に応じて、ビームのゆがみは防がれ得る。データはまた
、たとえば、プレートの切断データおよび他の修正データとして、計画および測定の際に
使用されることが可能である。各ビームは、組み込みジグを包含していてもよく、ビーム
およびレールビームの設置まで、ビームまたはビームコンポーネントに従うエネルギー入
力測定がそこに格納されることが可能である。データはまた、製品のライフサイクルデー
タの一部と見なされることが可能である。
【００７０】
　ある好適な実施形態によれば、エネルギー入力は、四点における長さの関数として同時
に測定され、測定では一つ以上の量が使用または測定される。溶接部に入力される熱エネ
ルギーは測定から計算または導出され、測定値は、永久または可変参照番号と比較され、
比較に基づいて、各溶接部に入力されるエネルギーが実質的に等しくなるように、溶接部
に入力されるエネルギーが調整される。
【００７１】
　本発明およびその好ましい実施形態のビームまたはビーム本体を製造または製作すると
き、レールビームの強さ的に最適化された寸法決めによって必要とされるプレートパーツ
は、連続的プロセスとして一緒に組み立てられる。装置では、レールビームのプレートパ
ーツは、保管庫内または倉庫内に置かれ、分解および切断デバイス内でサイズまたは保管
寸法に切断される。制御装置または調整装置の制御は、製造されるビームの寸法決めに対
応するデバイスをあらかじめ設定する。始動後、ビームを製造するための装置の作業サイ
クルが始まる。保管庫ビームから、プレートパーツが組立コンベヤーに運ばれ、そこで、
最終断面を備えたビームを形成するために圧延ロールによって組み立てられる。組立コン
ベヤーから、ビームは組立デバイスに進み、そこで、分かれたプレートパーツの継ぎ目が
接合または結合される。完成したビームは、排出コンベヤーに運ばれる。
【００７２】
　ビームの製造がさらなる処理を必要とするならば、ビームは、排出コンベヤーから回転
デバイスおよび中間コンベヤーを通って組立デバイスに運び戻される。装置は、二つ以上
の組立デバイスを備えていてもよく、その場合、中間コンベヤーは必要ではない。そこに
ビームがコンベヤーによって移動するストレートナーの中で、ビームの直線度が検査され
、キャリブレーションがおこなわれる。
【００７３】
　第一の組立デバイスは、製造の第一のステップでジグビームを溶接するように仕立てら
れてもよく、第二の組立デバイスは、ジグビームを受け取り、製造の第二のステップでジ
グビームに側部ウェブプレートを溶接するように仕立てられてもよい。したがって、中央
ウェブを製造するための一つの組立デバイスラインと、中央ウェブを備えたビームに側部
プレートを接合するための他の一つ以上のラインがあってもよい。これらのデバイスまた
はラインはすべて、ビームの湾曲の可能な変化を考慮する、またはビームまたはその湾曲
の変化を故意に引き起こすことができるように、熱入力またはエネルギー入力のための測
定、監視および制御装置を有していてもよい。したがって、ビームの許容誤差は、各溶接
部に入力されるエネルギーが同一および／または必要とされるような手法で、監視される
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ことが可能である。
【００７４】
　したがって、必要ならば、装置はまた、フランジをまっすぐにするように仕立てられた
ストレートナーと、スリーウェブビームのビームジグまたは中央ウェブまたはビーム全体
に湾曲を提供するように仕立てられた曲げデバイスを備えている。
【００７５】
　ビームの製造は、二つ以上のステップでおこなわれてよく、一つまたは二つ以上の装置
が使用されてよい。製造は、第一に、第一のステップで、ウェブプレートとフランジを有
している中央ウェブすなわちジグビームを備えたＨビームが製造されるように異なるステ
ップに分けられてもよい。Ｈビームの両側が溶接されたとき、第二のステップで側部プレ
ートがＨビームの両側に追加される。しかしながら、ビームに側部プレートを追加するス
テップの前に、第三のステップでフランジをまっすぐにするためのストレートナーにＨビ
ームが通されてもよい。側部プレートすなわち側部ウェブがすべてビームに追加されたと
き、第四のステップでビームの湾曲が鉛直および／または水平に微調整され、ビームが曲
げステーションで検査および測定されてもよい。
【００７６】
　本発明およびその好ましい実施形態によれば、製造方法および装置は、ビームパーツ、
ビームまたはビーム本体の一つ以上の変形に影響を及ぼす監視および／または測定要因を
考慮し、あらゆる必要な作動をとる。変形に影響を及ぼすさまざまな要因の調整は、自動
的にまたは自動および手動でまっすぐにすることの組み合わせとしておこなわれることが
可能であり、手動でまっすぐにすることでは、製品は手動で加熱される。この目的のため
に、ビームを製造する方法および装置は、たとえば、実際のエネルギー入力測定をおこな
う制御装置を備えている。したがって、装置は、自動変形測定システムを備えていてもよ
く、装置の制御システムは、各溶接部または溶接部群を単位にして製品の溶接部に入力さ
れるエネルギーを監視する。装置は、製造される製品の変形を最小にし、まっすぐにする
ことの必要を低減するように、各溶接部または溶接部群に入力されるエネルギーを自動的
に調整および制御する。さらに、製品の製造は工場規模においてそれほど高価ではない。
しかしながら、先行技術でおこなわれるような単に手によってまっすぐにすることは、コ
ンクリートなどの他の材料と比較した鋼で作られた製品の競争上の利点を減少させ、また
信頼性が低く非経済的な方法であることは注目されるべきである。
【００７７】
　本発明の方法およびシステムは、製造プロセスの際に明細に従った寸法の正確なビーム
すなわち製造許容誤差に従った最終製品を自動的に製造することが可能であるという利点
を提供する。本発明およびその好ましい実施形態の方法、装置およびビームは、レールビ
ームたとえば磁気浮上式高速鉄道レールビームまたは橋構造体を製造するためなど、さま
ざまな目的に使用されてもよい。
【００７８】
　技術進歩として、本発明の根本概念はさまざま方法で実行され得ることは、この分野の
当業者には明白である。本発明およびその実施形態は、上に説明された例に限定されるも
のではなく、請求項の範囲内で変更し得る。
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